
企業集団の状況

当企業集団は、当社及び子会社３社で構成され、小売り及び小売り周辺事業を主な

内容とする事業活動を展開しております。

なお、子会社３社はいずれも連結子会社であります。

小売業 当社がスーパーマーケットチェーンを展開している他、株式会社東武フ

ーズがファストフード店等の運営を行っており、主に当社店舗内に出店

しております。また、株式会社東武マルシェが音楽ＣＤ等の販売を行っ

ており、当社店舗内に出店しております。

その他 株式会社東武警備サポートが、店舗、駐車場の保全管理等を行っており、

当社店舗についても行っております。

なお、その他の関係会社は、当社に一部店舗の土地・建物を賃貸している東武鉄道

株式会社であります。

事業の系統図は次のとおりであります。
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（注）平成14年４月１日付にて、当社100%子会社であった株式会社東武警備サービ

スの警備業、メンテナンス業に関する営業の全部を株式会社東武警備サポー

トに承継させる吸収分割を行い、同年４月５日付にて、当社は上記吸収分割

後の株式会社東武警備サービスを吸収合併いたしました。

この合併により、当社の子会社は３社となりました。



経 営 方 針

１．経営の基本方針

当社グループは、首都圏を地盤として展開しているスーパーマーケット「東武

ストア」とその周辺業務を主な内容として事業活動を展開している子会社３社よ

り構成されております。

当社グループは、「地域社会への奉仕と貢献」を企業理念とし、「お客様第一」

のモットーのもと、「より良い品をより安く」提供することで地域のお客様のニ

ーズにお応えし、よって発展してゆくことを経営の基本方針といたしております。

２．利益配分に関する基本方針

当社は、経営基盤の強化及び将来の事業展開への備えなどを勘案しつつ、株主

の皆様に業績に応じた、かつ安定的な配当を継続することを基本的な配当政策と

考えております。

期末の配当につきましては、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、当期

も無配とさせていただく予定であります。

次期以降につきましては、より強固な企業基盤の確立並びに店舗競争力の更な

る強化に努めて業績の回復を図り、全社を挙げて再建に取り組んでまいる所存で

ありますので、株主並びに関係各位におかれましては、何卒ご了承賜りますよう

お願い申し上げます。

３．グループの対処すべき課題

今後の景気動向につきましては、国外では米国の景気動向がイラク戦争勃発の

影響等もあって不安定となっており、国内の景気も当面厳しい雇用状況が続き、

個人消費の低迷は継続するものと思われます。

このような状況下、当社グループにおきましては、商売の原点に立ち返り、

「お客様の立場に立った売場づくり」を最重点課題として、その徹底を図ってま

いりますとともに、従来から取り組んでおります「食を中心としたスーパーマー

ケット」志向の一層の徹底、また、お客様のニーズが高まってきている「深夜営

業への対応」等にも積極的に取り組んでまいります。

なお、当社は、平成15年１月29日、丸紅株式会社及び株式会社マルエツとの間

で、当社の事業に関し資本・業務提携を行うことについて合意し、三社ほか東武

鉄道株式会社を当事者として、資本・業務提携基本合意書を締結いたしました。

当社グループは厳しい経営環境の中で勝ち残るべく、諸施策を講じてきたこと

により黒字基調の目処が立ってまいりましたが、さらなる営業力向上と収益構造

改善の必要性を強く感じ、優れたノウハウを有するパートナーとの連携が必須と

考えており、丸紅株式会社においても商社機能の提供等により当社の営業力向上

に協力したい、また株式会社マルエツにおいてもさらなる事業領域拡大のため首

都圏に基盤を有するスーパーマーケットとの連携の必要性を感じており、各社の

ニーズが一致したことから、資本・業務提携基本合意書の締結に至りました。

今回の資本・業務提携は、当社の営業力向上、収益構造の改善を図るとともに、

当社と丸紅株式会社、丸紅株式会社のグループ会社及び株式会社マルエツとのシ

ナジー効果創出に向け、互いに関係を密にし、協力を行ってゆくこととなってお

ります。

当社グループは、今回の資本・業務提携を通じ、当社グループの経営戦略の一

環である「食を中心としたスーパーマーケット」のモデル構築の迅速化など、商

品、店舗マネジメント、物流、情報システム等、流通に関するノウハウのレベル

アップを図り、当社の業績回復に繋げてまいる所存であります。



４．関連当事者との関係

当社は東武鉄道株式会社の関連会社であり、同社は当社の株式を 8,392千 株

（議決権比率16.5%)保有いたしております。

当社は、同社との間に一部店舗の土地、建物を賃借するなどの取引関係があり

ます。

経 営 成 績

１．当期の概況

当期のわが国経済は、輸出や生産の一部に持ち直しの兆しがみられたものの、

民間設備投資や個人消費は引き続き低迷し、企業リストラなどによる雇用不安も

拡大するなど、景気は総じて厳しい状態のまま推移いたしました。

小売業界におきましても、消費マインドの冷え込みに加え、デフレの進行によ

る商品単価の下落が継続する一方で、業種を超えた企業間の競争も一層激化して

くるなど、引き続き厳しい経営環境が続きました。

このような状況のなか、当社グループの事業種類別の営業状況は次のとおりで

あります。

〔小売業〕

株式会社東武ストアでは、従来より取り組んでおります生鮮・加工食品部門強

化による「食を中心としたスーパーマーケット」志向の一層の充実を図るととも

に、「地域に密着した店づくり」の徹底のための諸施策を実施してまいりました。

販売面では、お客様の立場に立った店舗運営のより具体化を図るため、平成14

年３月１日付にて、中央、東、西、南及び北の５支社による支社を中心とした店

舗運営体制への組織変更を行いました。

また、お客様の利便性向上と駅前店舗という立地を活かすべく、営業時間の延

長を引き続き積極的に実施してまいりましたが、平成14年11月１日より常盤台店

（東京都板橋区）にて24時間営業への取り組みを開始いたしました。

既存店舗の活性化策といたしましては、みずほ台店、小豆沢店、土呂店及び下

赤塚店で生鮮・加工食品部門の売場拡大と取り扱いアイテムの充実を狙いとして、

従来１フロアで展開しておりました生鮮・加工食品部門を２フロアに拡大して展

開するという店舗改装を順次実施するとともに、生鮮食品部門では新たに５ショ

ップを直営化いたしました。

商品面では、「良品廉価の品揃え」の強化を主眼として、産地直接仕入商品の

拡大と育成を図るとともに、健康・環境・安全に配慮した商品やこだわり商品の

積極的な導入を図ってまいりました。

販売促進面におきましては、季節商品などの購買頻度が高い商品を低価格で提

供する“イエロープライス”を一層強化するとともに、個別店舗の地域特性を考

慮した特売政策を継続して実施してまいりました。

なお、早期に収支改善を図り、収益力並びに経営効率の向上を目指すため、業

績が低迷しておりました湖北店を平成14年６月30日をもって、幸手店、岩槻店、

川口元郷店及び武蔵浦和店の４店舗を平成15年２月28日をもって、それぞれ閉鎖

いたしました。

また、東武ストア店舗内を中心にファストフード店、インストアベーカリー店

などを展開している株式会社東武フーズでは、ハンバーガー、牛丼などに代表さ

れる外食産業全体の値下げ競争の影響を受け、販売促進策の強化及び経費の削減

策などに取り組んだものの、全般的に苦戦を強いられました。

東武ストア店舗内で、ＣＤ等の販売ショップを展開している株式会社東武マル

シェでは、商品構成の見直しを実施、ＤＶＤ（デジタル多用途ディスク）の品揃

えを充実させるなど、販売の強化に努めてまいりました。



〔その他〕

平成14年４月１日付にて、当社100%子会社であった株式会社東武警備サービス

から警備業、メンテナンス業に関する営業の全部を吸収分割により承継、営業を

開始した株式会社東武警備サポートでは、警備業においては外部取引先の拡大等、

メンテナンス業においても清掃の自営化、新業態への積極的な取り組み等を推進

した結果、ほぼ所期の目標を達成することができました。

これらの結果、当社グループの当連結営業年度の売上高は 878億66百万円、経

常利益は４億39百万円、当期純損失は 103億29百万円となりました。

キャッシュフローの状況

当連結会計期間におけるキャッシュフローの状況は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュフロー」につきましては、税金等調整前当期純

損失が 102億17百万円となりましたが、減価償却費13億30百万円、有形・無形

固定資産売却損81億５百万円及び店舗閉鎖損失・店舗閉鎖損失引当金13億９百

万円等により19億27百万円となり、前年同期に比べ６億28百万円増加いたしま

した。

「投資活動によるキャッシュフロー」につきましては、有形・無形固定資産

の売却21億19百万円、差入保証金・敷金の回収８億５百万円及び有形固定資産

の取得６億13百万円等により22億74百万円となり、前年同期に比べ32億95百万

円増加いたしました。

「財務活動によるキャッシュフロー」につきましては、長期借入金の返済32

億円及び短期借入10億14百万円等により21億96百万円の流出となり、前年同期

に比べ20億69百万円減少いたしました。

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は前年同期に比べ20億５百万円

増加し、54億75百万円となりました。

２．次期の見通し

今後の景気動向につきましては、国外では米国の景気動向がイラク戦争勃発の

影響等もあって不安定となっており、国内の景気も当面厳しい雇用状況が続き、

個人消費の低迷は継続するものと思われます。

このような状況下、当社におきましては、商売の原点に立ち返り、「お客様の

立場に立った売場づくり」を最重点課題として、その徹底を図ってまいりますと

ともに、従来から取り組んでおります「食を中心としたスーパーマーケット」志

向の一層の徹底、また、お客様のニーズが高まってきている「深夜営業への対応」

等にも積極的にとりくんでまいります。

これらにより、企業基盤の強化に努め、早期に業績の回復を図ってまいる所存

であります。

なお、次期の見通しにつきましては、売上高 800億円、経常利益８億70百万円

円、当期純利益12億70百万円を見込んでおります。



連 結 貸 借 対 照 表
（ 平 成 1 5年 ２ 月 2 8日 現 在 ）

期 別 当連結会計年度（Ａ） 前連結会計年度（Ｂ）
増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ５，５１８ ３，５２３ １，９９５

売 掛 金 ４２９ ３６６ ６３

有 価 証 券 ４ ５ △ １

た な 卸 資 産 ３，１７８ ３，２７０ △ ９２

繰 延 税 金 資 産 ２ ３ △ １

そ の 他 １，９３４ １，５７０ ３６４

流 動 資 産 合 計 １１，０６６ 31.3 ８，７３９ 18.7 ２，３２７

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物 ８，９３４ １４，１７０ △ ５，２３６

機械装置及び運搬具 ２２ ２５ △ ３

器 具 備 品 ５７２ ６２５ △ ５３

土 地 ３，１４９ ５，２１８ △ ２，０６９

建 設 仮 勘 定 ６ ６

有形固定資産合計 １２，６８６ 35.9 ２０，０３９ 42.8 △ ７，３５３

無 形 固 定 資 産

借 地 権 ４，４４４ △ ４，４４４

ソ フ ト ウ ェ ア ４４ ５４ △ １０

そ の 他 ５４ ５４

無形固定資産合計 ９９ 0.3 ４，５５４ 9.7 △ ４，４５５

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 ４３４ ６４４ △ ２１０

差 入 保 証 金 ７，１９８ ８，６８４ △ １，４８６

差 入 敷 金 ３，６８０ ３，８４９ △ １６９

繰 延 税 金 資 産 ４ △ ４

そ の 他 １９３ ３０３ △ １１０

投資その他の資産合計 １１，５０６ 32.5 １３，４８６ 28.8 △ １，９８０

固 定 資 産 合 計 ２４，２９２ 68.7 ３８，０８０ 81.3 △１３，７８８

資 産 合 計 ３５，３５９ 100.0 ４６，８２０ 100.0 △１１，４６１



期 別 当連結会計年度（Ａ） 前連結会計年度（Ｂ）

増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流 動 負 債

買 掛 金 ３，０９８ ３，１２９ △ ３１

短 期 借 入 金 ８，５６４ ７，５５０ １，０１４

一 年 以 内 に 返 済 す る

長 期 借 入 金 ７，３９７ ２，３２１ ５，０７６

未 払 法 人 税 等 １０２ １０５ △ ３

未 払 消 費 税 ２６４ １７３ ９１

賞 与 引 当 金 １２７ １１７ １０

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 ５７９ ５７９

そ の 他 １，４６０ １，２５２ ２０８

流 動 負 債 合 計 ２１，５９４ 61.1 １４，６５１ 31.3 ６，９４３

固 定 負 債

長 期 借 入 金 ２，０５０ １０，３２６ △ ８，２７６

退 職 給 付 引 当 金 ３，８９９ ３，６５０ ２４９

そ の 他 ２０６ ２３８ △ ３２

固 定 負 債 合 計 ６，１５５ 17.4 １４，２１５ 30.4 △ ８，０６０

負 債 合 計 ２７，７５０ 78.5 ２８，８６７ 61.7 △ １，１１７



期 別 当連結会計年度（Ａ） 前連結会計年度（Ｂ）

増 減 金 額

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

（ 少 数 株 主 持 分 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １２，１４５ 25.9 △１２，１４５

資 本 準 備 金 １６，８１２ 35.9 △１６，８１２

再 評 価 差 額 金 △ ８，７７８ △18.7 ８，７７８

連結剰余金（△欠損金） △ ２，２２３ △ 4.8 ２，２２３

自 己 株 式 △ ２ △ 0.0 ２

資 本 合 計 １７，９５２ 38.3 △１７，９５２

負債、少数株主持分 ４６，８２０ 100.0 △４６，８２０

及 び 資 本 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １２，１４５ 34.3 １２，１４５

資 本 剰 余 金 １４，５９８ 41.3 １４，５９８

利 益 剰 余 金 △１５，６６６ △44.3 △１５，６６６

土 地 再 評 価 差 額 金 △ ３，４５１ △ 9.8 △ ３，４５１

その他有価証券評価差額金 △ ５ △ 0.0 △ ５

自 己 株 式 △ １２ △ 0.0 △ １２

資 本 合 計 ７，６０８ 21.5 ７，６０８

負債、少数株主持分 ３５，３５９ 100.0 ３５，３５９

及 び 資 本 合 計



連 結 損 益 計 算 書
自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日

期 別 当連結会計年度（Ａ） 前連結会計年度（Ｂ） 対 前
増 減 金 額

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 （Ａ－Ｂ） 年 比

百万円 ％ 百万円 ％ ％
売 上 高 ８７，８６６ 100.0 ８９，９２２ 100.0 △ ２，０５６ △ 2.3
売 上 原 価 ６６，２８０ 75.4 ６８，４６０ 76.1 △ ２，１８０ △ 3.2

売 上 総 利 益 ２１，５８５ 24.6 ２１，４６１ 23.9 １２４ 0.6

販売費及び一般管理費 ２０，８９５ 23.8 ２１，１４３ 23.5 △ ２４８ △ 1.2

営 業 利 益 ６９０ 0.8 ３１７ 0.4 ３７３ 117.2

営 業 外 収 益 ２６３ 0.3 ３００ 0.3 △ ３７ △12.3
営 業 外 費 用 ５１３ 0.6 ４６６ 0.5 ４７ 10.2

経 常 利 益 ４３９ 0.5 １５２ 0.2 ２８７ 189.0

特 別 利 益 0.0 ６５ 0.1 △ ６５
特 別 損 失 １０，６５７ 12.1 ４，７９４ 5.4 ５，８６３ 122.3

税金等調整前当期純損失 １０，２１７ 11.6 ４，５７６ 5.1 ５，６４１

法人税、住民税及び事業税 １０６ 0.1 １１１ 0.1 △ ５ △ 4.7
法 人 税 等 調 整 額 ５ 0.0 ５ 0.0 ０ △ 0.9

当 期 純 損 失 １０，３２９ 11.7 ４，６９４ 5.2 ５，６３５



連 結 剰 余 金 計 算 書
自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日

期 別 当連結会計年度（Ａ） 前連結会計年度（Ｂ） 対 前
増 減 金 額

科 目 金 額 金 額 （Ａ－Ｂ） 年 比

百万円 百万円 ％
連結剰余金期首残高 ２，４７０ △ ２，４７０

当 期 純 損 失 ４，６９４ △ ４，６９４

連結剰余金期末残高 △ ２，２２３ ２，２２３
（△欠損金期末残高）

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 １６，８１２ １６，８１２

資 本 剰 余 金 減 少 高 ２，２１３ ２，２１３
欠損填補に伴う取崩額 ２，２１３ ２，２１３

資本剰余金期末残高 １４，５９８ １４，５９８

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高 △ ２，２２３ △ ２，２２３

利 益 剰 余 金 増 加 高 ２，２１３ ２，２１３
資 本 準 備 金 取 崩 額 ２，２１３ ２，２１３

利 益 剰 余 金 減 少 高 １０，３２９ １０，３２９
当 期 純 損 失 １０，３２９ １０，３２９
土地再評価差額金の
取 崩 に よ る 減 少 高 ５，３２６ ５，３２６

利益剰余金期末残高 △ １５，６６６ △ １５，６６６



連結キャッシュ・フロー計算書
自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日

期 別 当連結会計年度（Ａ） 前連結会計年度（Ｂ） 増 減 金 額
科 目 金 額 金 額 （Ａ－Ｂ）

．営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △ １０，２１７ △ ４，５７６ △ ５，６４１
減 価 償 却 費 １，３３０ １，３０４ ２６
投資その他の資産の償却額 １２ １８ △ ６
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 １０ △ ４０ ５０
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ２４８ ３，６５０ △ ３，４０２
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ４３ △ ５１ ８
支 払 利 息 ３７６ ３９８ △ ２２
店 舗 閉 鎖 損 失 ７３０ ７３０
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 ５７９ ５７９
固 定 資 産 売 却 損 ８，１０５ ８，１０５
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２００ １，１９５ △ ９９５
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ０ △ ３７ ３７
有形固定資産除却損及び廃棄損 ９４６ １３０ ８１６
売 上 債 権 の 増 減 額 △ ６２ ２５ △ ８７
た な 卸 資 産 の 減 少 額 ９１ １２２ △ ３１
仕 入 債 務 の 減 少 額 △ ３１ △ ７８ ４７
未 払 消 費 税 の 増 減 額 ９０ △ １１６ ２０６
そ の 他 ４６ △ １９４ ２４０

小 計 ２，４１５ １，７５０ ６６５
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４３ ５１ △ ８
利 息 の 支 払 額 △ ３７７ △ ３９１ １４
店 舗 解 約 金 額 の 支 払 額 △ ４５ △ ４５
法 人 税 等 の 支 払 額 △ １０９ △ １１０ １

営業活動によるキャッシュ・フロー １，９２７ １，２９９ ６２８

．投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ ４１ △ １０ △ ３１
定期預金の払戻による収入 ５１ ９２ △ ４１
有価証券の償還及び売却による収入 ５ ２５ △ ２０
投資有価証券の取得による支出 △ ４ ４
投資有価証券の売却による収入 ４２ △ ４２
有形固定資産の取得による支出 △ ６１３ △ １，２３９ ６２６
有形固定資産の売却による収入 １，７８５ ５ １，７８０
無形固定資産の取得による支出 △ ３ △ １５ １２
無形固定資産の売却による収入 ３３４ ３３４
差入保証金・敷金の差入による支出 △ ５８ △ １，０６２ １，００４
差入保証金・敷金の回収による収入 ８０５ １，１４４ △ ３３９
その他の投資活動による支出 △ ５ △ ５
その他の投資活動による収入 １４ １ １３

投資活動によるキャッシュ・フロー ２，２７４ △ １，０２１ ３，２９５

．財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 に よ る 収 入 １，０１４ ５００ ５１４
短期借入金の返済による支出 △ ５１３ ５１３
長 期 借 入 に よ る 収 入 １，２００ △ １，２００
長期借入金の返済による支出 △ ３，２００ △ １，３１１ △ １，８８９
自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 ４ △ ４
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ ９ △ ６ △ ３

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２，１９６ △ １２７ △ ２，０６９

．現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ０ ０
．現金及び現金同等物の増加額 ２，００５ １５１ １，８５４
．現金及び現金同等物期首残高 ３，４７０ ３，３１８ １５２
．現金及び現金同等物期末残高 ５，４７５ ３，４７０ ２，００５



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
全子会社（４社）を連結範囲に含めております。
当該子会社４社は、（株）東武マルシェ、（株）東武フーズ、（株）東武警備サービス、（株）東武警
備サポートであります。
なお、当社は（株）東武警備サービス（12月決算会社）を平成14年４月５日付で吸収合併しました。

２．連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は、全社12月31日であります。
連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、平成15年１
月１日から連結決算日である平成15年２月28日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必
要な調整を行っております。

３．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産 商 品 主に売価還元法による原価法
貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

有 価 証 券 満期保有目的債券 償却原価法（定額法）
子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法
デリバティブ 時 価 法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 定額法

ただし、連結子会社は定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備は除く）は定額法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ８～39年 構築物 ８～20年 機械装置及び運搬具 ５～14年
器具備品 ３～15年

無形固定資産 定額法
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

少額減価償却資産 ３年均等償却
投資その他の資産（その他） 均等償却

（３）重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備え、回収不能見込額を計上しております。

一般債権については、貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権に
ついては、財務内容評価法によっております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備え、支給見込額のうち当連結会計期間負担額を計上して
おります。

店舗閉鎖損失引当金 店舗の閉鎖に伴い、発生が見込まれる損失について合理的に見積もられる金額
を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備え、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき当連結会計年度末において発生していると認められる額を
計上しております。
会計基準変更時差異(3,385百万円）については、前連結会計年度において特別
損失として一括処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による按分額（定額法）をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より費用処理することとしております。



（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）重要なヘッジ会計の方法
当社は、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金利スワップ取引を行っ
ております。ヘッジ会計の適用対象となる金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす
ものにつき、特例処理を採用しております。

（６）消費税及び地方消費税の会計処理
税抜方式によっております。

（７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し
可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりす。

追 加 情 報

１．金融商品会計
当連結会計年度よりその他有価証券のうち、時価のあるものについて、金融商品会計に係る会計

基準（「金融商品会計に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年１月22日))
を適用しております。この結果、その他有価証券評価差額金△５百万円を資本の部に計上しておりま
す。

２．自己株式及び法定準備金取崩等の会計基準
当連結会計年度より「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響はありません。
なお、当連結会計年度における資本の部は、「連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則の一部を改正する内閣府令」（平成14年３月26日内閣府令第11号）附則第２項ただし書きに基づき、
資本金、資本剰余金及びその他の科目をもって掲記しております。

３．連結剰余金計算書の区分
当連結会計年度より「連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣

府令」（平成14年３月26日内閣府令第11号）附則第２項ただし書きに基づき、連結剰余金計算書は、資
本剰余金の部及び利益剰余金の部に区分して記載しております。

注 記 事 項

（連結貸借対照表関係）
（当連結会計年度末） （前連結会計年度末）

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,942百万円 18,348百万円

２．担保提供資産
一年以内に償還される差入保証金 1,109百万円 785百万円
投 資 有 価 証 券 10百万円 10百万円
差 入 保 証 金 6,698百万円 8,592百万円

計 7,817百万円 9,388百万円

３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を
改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額につ
いては「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

．株式会社東武ストア
再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第 119号）第２

条第４号に定める路線価及び路線価のない土地は第２条３号に定める固定資産税評価額に基づい
て、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年２月28日



．株式会社東武警備サービス
再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第 119号）

第２条第５号に定める不動産鑑定評価額に基づいて算出しております。
再評価を行った年月日 平成13年12月31日

なお、株式会社東武警備サービスが計上しておりました土地再評価差額金△ 1,544百万円
は平成14年４月５日付けの吸収合併により株式会社東武ストアが継承しております。

．時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △ 242百万円

（連結損益計算書関係）
（当連結会計年度） （前連結会計年度）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

広 告 宣 伝 費 767百万円 801百万円
給 料 手 当 6,487百万円 6,418百万円
退 職 給 付 費 用 634百万円 587百万円
賞 与 引 当 金 繰 入 額 124百万円 112百万円
光 熱 水 道 費 1,444百万円 1,663百万円
不 動 産 賃 借 料 5,406百万円 5,428百万円
減 価 償 却 費 1,321百万円 1,304百万円

２．営業外収益の主な内訳
受 取 手 数 料 93百万円 92百万円
受 取 利 息 38百万円 47百万円
受 取 地 代 家 賃 30百万円 26百万円

３．営業外費用の主な内訳
支 払 利 息 376百万円 398百万円
支 払 家 賃 71百万円 百万円

４．特別利益の主な内訳
投 資 有 価 証 券 売 却 益 百万円 37百万円
店 舗 解 約 補 填 金 百万円 28百万円

５．特別損失の主な内訳
固 定 資 産 売 却 損 8,105百万円 百万円
固 定 資 産 除 却 損 998百万円 162百万円
店 舗 閉 鎖 損 失 730百万円 百万円
店舗閉鎖損失引当金繰入額 579百万円 百万円
投 資 有 価 証 券 評 価 損 200百万円 1,195百万円
退職給付会計基準変更時差異 百万円 3,385百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
（当連結会計年度末） （前連結会計年度末）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲載されている科目の金額との関係

現 金 及 び 預 金 5,518百万円 3,523百万円
有 価 証 券 4百万円 5百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 43百万円 △ 53百万円
株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券 △ 4百万円 △ 5百万円
現 金 及 び 現 金 同 等 物 5,475百万円 3,470百万円



（セ グ メ ン ト 情 報）

１．事業の種類別セグメント情報

当企業集団は、加工食品・生鮮食品などの食品を中心に衣料品、生活用品等の各種小売を主要な事業と

いたしております。
この小売業に係るセグメントの売上高、営業利益及び資産額が全セグメントの売上高合計、営業利益合

計、資産額合計の90％超のため、事業の種類別セグメント情報の掲載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はありませんので、該当事項はありません。

３．海外売上高

海外売上高はありませんので、該当事項はありません。

（リ ー ス 取 引 関 係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高

相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額

有形固定資産 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
器 具 備 品 1,751 1,166 584 2,113 1,208 905

無形固定資産

ソフトウェア 462 375 86 715 546 168

合 計 2,213 1,542 671 2,829 1,755 1,073

※取得価額相当額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低い為、支払利子込み法により算定しております。

（２）未経過リース料期末残高相当額

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

一 年 以 内 383百万円 438百万円

一 年 超 287 635
合 計 671 1,073

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
支 払 リ ー ス 料 444百万円 473百万円

減価償却費相当額 444 473

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
一 年 以 内 3百万円 2百万円

一 年 超 3 1

合 計 7 4



（有価証券関係）

（当連結会計年度）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成15年２月28日現在） （単位：百万円）

種 類 連結貸借対照表 時 価 差 額
計 上 額

時価が連結貸借対照表 (1) 国債・地方債等 ２７ ２８ １
(2) 社債

計上額を超えるもの (3) その他

小 計 ２７ ２８ １

時価が連結貸借対照表 (1) 国債・地方債等
(2) 社債

計上額を超えないもの (3) その他

小 計

合 計 ２７ ２８ １

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成15年２月28日現在） （単位：百万円）

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表 差 額
計 上 額

連 結 貸 借 対 照 表 (1) 株式 ３６ ４８ １２
計上額が取得原価 (2) 債券
を 超 え る も の (3) その他

小 計 ３６ ４８ １２

連 結 貸 借 対 照 表 (1) 株式 ３７４ ３５７ △ １７
計上額が取得原価 (2) 債券
を 超 え な い も の (3) その他

小 計 ３７４ ３５７ △ １７

合 計 ４１１ ４０５ △ ５

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、 200百万円減損処理を
行っており、減損処理後の帳簿価額を取得原価としております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成14年３月１日～平成15年２月28日）
売却損益の合計額に金額の重要性がないため、記載を省略しております。

４．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成15年２月28日現在）
（単位：百万円）

種 類 連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５



５．満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成15年２月28日現在）
（単位：百万円）

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

１．債券
(1) 国債・地方債等 ４ ２３
(2) 社債
(3) その他

２．その他

合 計 ４ ２３

（前連結会計年度）（平成14年２月28日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年２月28日現在） （単位：百万円）

種 類 連結貸借対照表 時 価 差 額
計 上 額

時価が連結貸借対照表 (1) 国債・地方債等 ３２ ３４ １
(2) 社債

計上額を超えるもの (3) その他

小 計 ３２ ３４ １

時価が連結貸借対照表 (1) 国債・地方債等
(2) 社債

計上額を超えないもの (3) その他

小 計

合 計 ３２ ３４ １

２．その他有価証券で時価のあるもの
平成12年大蔵省令第９号附則第３項に基づき記載を省略しております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成13年３月１日～平成14年２月28日）
（単位：百万円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

４２ ３７

４．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成14年２月28日現在）
（単位：百万円）

種 類 連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く） ５



５．満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成14年２月28日現在）
（単位：百万円）

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

１．債券 ５ ２７
(1) 国債・地方債等
(2) 社債
(3) その他

２．その他

合 計 ５ ２７

（デリバティブ取引関係）

（当連結会計年度）（平成15年２月28日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況
金利関連 （単位：百万円）

契 約 額 等
区 分 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

市場取引 金利スワップ取引
以外の取引 受取変動・支払固定 ２００ △ ０ △ ０

合 計 ２００ △ ０ △ ０

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
金利スワップ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

（前連結会計年度）（平成14年２月28日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況
金利関連 （単位：百万円）

契 約 額 等
区 分 種 類 時 価 評価損益

うち１年超

市場取引 金利スワップ取引
以外の取引 受取変動・支払固定 ２００ ２００ △ ３ △ ３

合 計 ２００ ２００ △ ３ △ ３

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
金利スワップ取引の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。



（関連当事者との取引）

（１）法人主要株主 （単位：百万円）

資本金 議決権等の 関 係 内 容
会社等の 事 業 の 取 引 期 末

属 性 住 所 又 は 所有（被所 役員の 事業上 取 引 の 内 容 科 目
名 称 内 容 金 額 残 高

出資金 有）割合 兼務等 の関係

固定資産の売却 2,119

賃借料の支払 1,377 流動資産 49
被所有 そ の 他

建物・
その他の 東武鉄道 東京都 直接 兼 任 差入保証金の償還 150 流動資産 147

66,166 鉄道業等 土地の そ の 他
関係会社 株式会社 墨田区 15.9％ ３ 名

賃 借 差入保証金 970

(注2) 差入敷金の償還 4 差入敷金 357

利 息 の 受 取 21

出 店 予 約 金 5

（２）役 員 （単位：百万円）

資本金 議決権等の 関 係 内 容
取 引 期 末

属 性 氏 名 住 所 又 は 職 業 所有（被所 役員の 事業上 取 引 の 内 容 科 目
金 額 残 高

出資金 有）割合 兼務等 の関係

当社取締役社長 株式会社八社会
所有 への商品開発

役 員 福田秀穂 株式会社八社会 手数料の支払 6
代表取締役社長 直接0.0％ (注2)

（注１） 上記(1)～(2)の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。

（注２） 取引条件及び取引の決定方針

１．店舗建物及び土地の賃借に係る、賃借料、差入保証金及び差入敷金の金額については、近隣の取引実勢に

基づいて、契約により決定しております。また、差入保証金については、契約に基づき一定期間据え置き後、

主に毎年均等額の償還を受けるとともに、利息を受取っております。利息については、市場金利を勘案して

利率を合理的に決定しております。

２．（２）の者が第三者（株式会社八社会）の代表者として行った取引であり、商品開発手数料の支払については

同社より提示された料率を基に毎期交渉のうえ決定しております。

（税効果会計関係）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

賞与引当金繰入限度超過額 ３８百万円

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 ２４２百万円

退職給付引当金繰入限度超過額 １，６２９百万円

投資有価証券評価損否認額 １，１７４百万円

土 地 再 評 価 差 額 金 １，４４２百万円

未 払 事 業 所 税 否 認 額 １８百万円

繰 越 欠 損 金 ５，２７６百万円

そ の 他 ７１百万円

繰延税金資産小計 ９，８９３百万円

評 価 性 引 当 額 ９，８９１百万円

繰延税金資産合計 ２百万円



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要
当社及び連結子会社４社は、退職金制度に替えて連合設立調整年金制度を採用しております。

また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象と
されない割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項（平成15年２月28日現在）
イ．退職給付債務 11,209百万円
ロ．年金資産 5,186百万円
ハ．未積立退職給付債務（イ－ロ） 6,022百万円
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 百万円
ホ．未認識数理計算上の差異 2,123百万円
ヘ．未認識過去勤務債務 百万円
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ－ニ－ホ－ヘ） 3,899百万円
チ．前払年金費用 百万円
リ．退職給付引当金（ト＋チ） 3,899百万円
（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

２．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。

３．退職給付費用に関する事項（平成14年３月１日～平成15年２月28日）
イ．勤務費用 415百万円
ロ．利息費用 246百万円
ハ．期待運用収益 △ 79百万円
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 百万円
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 51百万円
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 百万円
ト．退職給付費用（イ＋ロ－ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 634百万円
（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ．割引率 ２．０％（ただし、期首の割引率は２．５％で
ハ．期待運用収益率 １．４％ あります）
ニ．数理計算上の差異の処理年数 １０年
ホ．会計基準変更時差異の処理年数 １年

（重要な後発事象）

１．厚生年金の代行部分の返上について
当社及び当社の連結子会社が加入しております東武流通厚生年金基金は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１５年３月１４日付で厚生労働大臣から
将来分支給義務免除の認可を受けました。
これに伴い、当社及び当社の連結子会社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、
当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務の消滅を認識致しました。
これにより、翌連結会計年度の損益に与える影響額は、約２２億円の見込みであります。

２．係争事件の発生について
平成15年４月４日、エスアイエス株式会社（三重県四日市市）より当社に対し、当社からの

業務委託に基づき同社が開発し、当社が使用しておりましたソフトウェアを当社が買い取るとの
売買契約が成立している旨の主張に基づき、売買代金を請求する訴訟（請求金額５億円）が提起
されました。
当社におきましては、同社より、当該ソフトウェア売買契約の申込みは受けましたが、この

受諾は行なっていないものと認識しております。
今後、弁護士等を交え、原告側の主張の分析、事実関係の把握等に務め、積極的に訴訟を遂行

していく所存であります。



販 売 の 状 況

当連結会計年度（Ａ） 前連結会計年度（Ｂ）

項 目 増 減 金 額 前年対比

金 額 構成比 金 額 構成比 （Ａ－Ｂ）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

加 工 食 品 28,809 32.8 28,597 31.8 212 0.7

生 鮮 食 品 28,976 33.0 28,602 31.8 374 1.3

衣 料 品 6,934 7.9 7,463 8.3 △ 529 △ 7.1

生 活 用 品 5,096 5.8 5,583 6.2 △ 487 △ 8.7

商 事 880 1.0 1,055 1.2 △ 175 △16.6

専 門 店 15,266 17.3 17,011 18.9 △ 1,745 △10.3

管 理 収 入 等 1,904 2.2 1,609 1.8 295 18.4

売 上 高 計 87,867 100.0 89,922 100.0 △ 2,055 △ 2.3


